
今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について
Ｈ22年度 Ｈ32年度 Ｈ42年度

名古屋市

参考資料３

※第3回首都高速の再生に関する
道路橋

河川管理施設※

（水門等）

下水道管きょ

約８% 約２６% 約５３%

約２３% 約３７% 約６０%

約２% 約７% 約１９%

〔約１５万５千橋（橋長１５ｍ以上）〕

〔約１万施設〕
※設置年が不明な施設は50年以上経過した施設として整理

名古屋市
下水管きょに起因した
道路陥没（2009年）

有識者会議資料より

港湾岸壁 約５% 約２５% 約５３%

〔約５千施設〕

〔総延長：約４２万ｋｍ〕

建設後50年以上経過する社会資本の割合 社会資本の老朽化による被害の例

アメリカ ミネアポリス
高速道路橋の崩落（2007年）

香川・徳島県境
無名橋（鋼２径間単純トラス橋）の
落橋（２００７年）

首都高速道路の供用経過年数と
km当り損傷数（H23.4時点）

東日本大震災を受けた災害に強い国土づくりの必要性

「津波防災まちづくりの考え方」（平成２３年７月社整審・交政審計画部会）

首都直下地震等の大規模地震や、風水害などにおいても、大規模な被害
の発生を防止するため、強靱な国土基盤の構築が重要。

持続可能で活力ある国土・地域づくり（平成23年11月～）

実現すべき価値 新たな政策展開の方向性

Ⅰ 持続可能な社会
の実現

１ 低炭素・循環型システムの構築

２ 地域の集約化

提言型政策仕分け（平成23年11月）：中長期的な公共事業の在り方

そのため、個々の構造物について、その機能を十分に発揮し続けることが
できるよう適切に維持管理・更新を行うことが重要。 （記載内容を一部集約）

の実現 ２ 地域の集約化

Ⅱ 安全と安心の確保
３ 災害に強い住宅・地域づくり

４ 社会資本の適確な維持管理・更新

Ⅲ 経済活性化
５ 個人資産の活用等による需要拡大

社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視（平成24年2月）

国会における議論：例）参議院決算委員会決議 社会資本の長寿命化・
老朽化対策等の促進について（平成23年12月）

Ⅲ 経済活性化
６ 公的部門への民間の資金・知見の取込み

Ⅳ 国際競争力と国際
プレゼンスの強化

７ 我が国が強みを有する分野の海外展開、国際貢献

８ 国際競争の基盤整備の促進

社会資本整備重点計画（案）（平成２４年７月）
重点目標４「社会資本の適確な維持管理・更新を行う」

「社会資本メンテナンス戦略小委員会（仮称）」を社整審 交政

今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について（諮問）

日本再生戦略（原案）（平成２４年７月）
社会資本の適確な維持管理・更新等が不可欠であり、長

寿命化計画の策定推進等による戦略的な取組を推進する。
※それぞれフォローアップを実施

社会資本の実態を踏まえた将来の維持管理・更新費の推計、施設の
長寿命化によるトータルコストの縮減等について、技術的な検討を実施

「社会資本メンテナンス戦略小委員会（仮称）」を社整審・交政
審合同技術部会に設置



社会資本整備審議会・交通政策審議会の組織図
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